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議案第１２４号                                     主要改正点 

  ・機構改革に伴い、当該条文の変更を行ったこと。 

  大東市長の内部組織の設置及び分掌事務に関する条例 

  大東市都市計画審議会条例 

 

新旧対照表 

 

新  旧 

   

 （大東市長の内部組織の設置及び分掌事務に関する条例） 

 

第１条 （略） 

 （内部組織の設置） 

第２条 （略） 

(1) （略） 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) 都市整備部 

 (8) 産業・文化部 

 （分掌事務） 

第３条 （略） 

２ 政策推進部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

 (1) 市政の総合企画及び総合調整に関すること。 

(2) 総合計画に関すること。 

(3) 総合戦略に関すること。 

(4) 財政に関すること。 

(5) 秘書に関すること。 

(6) 栄典及び表彰に関すること。 

  

 

第１条 （略） 

 （内部組織の設置） 

第２条 （略） 

(1) （略） 

(2) 戦略企画部 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) 街づくり部 

 

 （分掌事務） 

第３条 （略） 

２ 戦略企画部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 市政の総合企画及び総合調整に関すること。 

(2) 総合計画（基本構想及び基本計画に関することに限る。）に関すること。 

(3) 総合戦略に関すること。 

(4) 秘書に関すること。 

(5) 栄典及び表彰に関すること。 

(6) 広報及び広聴に関すること。 
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新  旧 

   

(7) 広報及び広聴に関すること。 

(8) 統計及び調査に関すること。 

(9) 公民連携に関すること。 

(10) 行政改革及び行政経営に関すること。 

(11) 情報化に関すること。 

(12) 行政評価に関すること。 

(13) 新庁舎整備に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

(1) ～ (5) （略） 

  

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

(7) 統計及び調査に関すること。 

(8) 市の魅力づくり及びシティセールスに関すること。 

 

 

 

 

 

３ 政策推進部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 総合計画（実施計画に関することに限る。）に関すること。 

(2) 財政に関すること。 

(3) 産業の振興に関すること。 

(4) 経済の活性化に関すること。 

(5) 労働行政に関すること。 

(6) 公民連携に関すること。 

(7) 行政改革及び行政経営に関すること。 

(8) 新庁舎整備に関すること。 

(9) 情報化に関すること。 

４ （略） 

(1) ～ (5) （略） 

 (6) 行政評価に関すること。 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

(13) （略） 
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新  旧 

   

(13) （略） 

(14) （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ 都市整備部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 都市計画に関すること。 

(2) 都市政策に関すること。 

(3) 龍間地域の整備推進に関すること。 

(4) 交通対策及び交通安全施設に関すること。 

(5) 開発指導に関すること。 

(6) 道路その他土木に関すること。 

(7) 自然保護に関すること。 

(8) 公園、緑地及び緑化に関すること。 

(9) 駅周辺の都市整備に関すること。 

(10) 河川等に関すること。 

 (11) 建築及び住宅管理に関すること。 

８ 産業・文化部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

 (1) 産業の振興に関すること。 

(2) 経済の活性化に関すること。 

(3) 労働行政に関すること。 

(4) 市の魅力づくり及びシティセールスに関すること。 

(5) 生涯学習に関すること。 

(6) 文化に関すること（次号に掲げるものを除く。）。 

 (7) 文化財の保護に関すること。 

 (8) 青少年の健全な育成に関すること。 

(9) スポーツに関すること。 

(14) （略） 

(15) （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 街づくり部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 都市計画に関すること。 

(2) 都市政策に関すること。 

(3) 開発指導に関すること。 

(4) 道路その他土木に関すること。 

(5) 建築及び住宅管理に関すること。 

(6) 自然保護に関すること。 

(7) 公園、緑地及び緑化に関すること。 

(8) 交通対策及び交通安全施設に関すること。 

(9) 龍間地域の整備推進に関すること。 
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新  旧 

   

 

 

第４条 （略） 

 

 

 （大東市都市計画審議会条例） 

 

第１条 ～ 第６条 （略） 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、都市整備部において行う。 

第８条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 駅周辺の都市整備に関すること。 

(11) 河川等に関すること。 

第４条 （略） 

 

 

 

 

第１条 ～ 第６条 （略） 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、街づくり部において行う。 

第８条 （略） 
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議案第１２５号                                     主要改正点 

  ・大東市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の制定に伴い、関係条例の規定を

整理したこと。 

  大東市立野外活動センター条例  

  大東市立総合文化センター条例  

  大東市立文化情報センター条例  

  大東市立生涯学習ルーム条例   

  大東市立生涯学習センター条例  

  大東市体育施設条例   

  大東市文化財保護条例  

  大東市立歴史とスポーツふれあいセンター条例  

  大東市立堂山古墳群史跡広場条例  

  大東市附属機関条例  

 

新旧対照表 

 

新  旧 

   

 （大東市立野外活動センター条例） 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（使用時間及び休館日） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が必要と認めたときは、使用時間又は休館日を臨時

に変更することができる。  

（使用期間の制限） 

第５条 センターの使用期間は、継続して５日を超えることができない。ただし、市長が特

別の事由があると認めたときは、この限りでない。 

  

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（使用時間及び休館日） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、大東市教育委員会（以下「委員会」という。）が必要と認

めたときは、使用時間又は休館日を臨時に変更することができる。  

（使用期間の制限） 

第５条 センターの使用期間は、継続して５日を超えることができない。ただし、委員会が

特別の事由があると認めたときは、この限りでない。 
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新  旧 

   

（指定管理者による管理） 

第６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者（以下「指定管理者」という。）にセンターの管理を行わせるものとする。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第７条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

２ （略） 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長が別に定めるところ

に従いセンターの管理を行わなければならない。 

第８条 ～ 第１８条 （略） 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１９条 （略） 

２ （略） 

３ 使用者が、この条例又はこの条例に基づく規則に違反し、市又は指定管理者に損害を

与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

 

 

 （大東市立総合文化センター条例） 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（開館時間） 

第４条 総合文化センターの施設の開館時間は、次のとおりとする。ただし、市長が必要が

あると認めるときは、これを変更することができる。 

（指定管理者による管理） 

第６条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）にセンターの管理を行わせるものとする。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第７条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

２ （略） 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところに

従いセンターの管理を行わなければならない。 

第８条 ～ 第１８条 （略） 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１９条 （略） 

２ （略） 

３ 使用者が、この条例又はこの条例に基づく規則に違反し、委員会又は指定管理者に損

害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、委員会

が別に定める。 

 

 

 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（開館時間） 

第４条 総合文化センターの施設の開館時間は、次のとおりとする。ただし、大東市教育委

員会（以下「委員会」という。）が必要があると認めるときは、これを変更することがで
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新  旧 

   

 

 表 （略） 

（休館日） 

第５条 総合文化センターの施設の休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要があ

ると認めるときは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

第６条 （略） 

（使用の許可） 

第７条 文化ホールを使用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 

（使用許可の制限） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しない。 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

（使用期間の制限） 

第９条 文化ホールを連続して使用できる期間は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、

当該各号に定める期間を超えることができない。ただし、市長が特に必要があると認め

るときは、この限りでない。 

(1) ～ (3) （略） 

（使用許可の取消し等） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消し、又はそ

の使用の停止若しくは退去を命ずることができる。 

(1) ～ (3) （略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が文化ホールの管理上必要があると認めるとき。 

２ （略） 

（入館の制限） 

第１１条 使用者は、入館しようとする者又は入館している者が、次条第２項各号のいず

れかの行為をしているときは、その入館を拒絶し、又は退館を命じなければならない。 

きる。 

 表 （略） 

（休館日） 

第５条 総合文化センターの施設の休館日は、次のとおりとする。ただし、委員会が必要が

あると認めるときは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

第６条 （略） 

（使用の許可） 

第７条 文化ホールを使用しようとする者は、委員会の許可を受けなければならない。 

（使用許可の制限） 

第８条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しない。 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が不適当と認めるとき。 

（使用期間の制限） 

第９条 文化ホールを連続して使用できる期間は、次の各号の施設の区分に応じ、当該各

号に定める期間を超えることができない。ただし、委員会が特に必要があると認めると

きは、この限りでない。 

(1) ～ (3) （略） 

（使用許可の取消し等） 

第１０条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消し、若し

くは停止し、又は退去を命ずることができる。 

(1) ～ (3) （略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、委員会が文化ホールの管理上必要があると認めるとき。 

２ （略） 

（入館の制限） 

第１１条 使用者は、入館しようとする者又は入館している者が次条のいずれかに該当す

るときは、その入館を拒絶し、又は退館を命じなければならない。 
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新  旧 

   

２ 市長は、使用者が前項に規定する措置を怠つていると認めるときは、使用者にこれを

行うよう命じ、又は自らこれを行うことができる。 

（使用者等の遵守事項） 

第１２条 使用者及び入館者は、この条例又はこの条例に基づく規則を遵守し、市長の指

示に従わなければならない。 

２ （略） 

（使用料） 

第１３条 使用者は、使用の許可を受けたときに別表に定める使用料を納付しなければな

らない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、後納させることができる。 

（使用料の還付） 

第１４条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、

その全部又は一部を還付することができる。 

第１５条 （略） 

（特別設備の設置等） 

第１６条 使用者は、文化ホールの使用に際し、特別の設備を設け、又は既設の設備に変更

を加えようとするときは、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、文化ホールの管理上必要があるときは、使用者に特別の設備を設けることを

命ずることができる。 

３ （略） 

（原状回復の義務） 

第１７条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を当

該使用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１８条 （略） 

２ 使用者は、施設又は附属設備その他器具備品等を汚損し、破損し、又は滅失したとき

は、市長の指示に従い、その損害を賠償しなければならない。 

２ 委員会は、使用者が前項に規定する措置を怠つていると認めるときは、これを行うよ

う命じ、又は自らこれを行うことができる。 

（使用者等の遵守事項） 

第１２条 使用者及び入館者は、この条例又はこの条例に基づく規則を遵守し、委員会の

指示に従わなければならない。 

２ （略） 

（使用料） 

第１３条 使用者は、使用の許可を受けたときに別表に定める使用料を納付しなければな

らない。ただし、委員会が特別の理由があると認めるときは、後納させることができる。 

（使用料の還付） 

第１４条 既納の使用料は、還付しない。ただし、委員会が特に必要があると認めるとき

は、その全部又は一部を還付することができる。 

第１５条 （略） 

（特別設備の設置等） 

第１６条 使用者は、文化ホールの使用に際し、特別の設備を設け、又は既設の設備に変更

を加えようとするときは、あらかじめ委員会の許可を受けなければならない。 

２ 委員会は、文化ホールの管理上必要があるときは、使用者に特別の設備を命ずること

ができる。 

３ （略） 

（原状回復の義務） 

第１７条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、委員会においてこれを執行し、その費用を

当該使用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１８条 （略） 

２ 使用者は、施設又は附属設備その他器具備品等を汚損し、破損し、又は滅失したときは

委員会の指示に従い、その損害を賠償しなければならない。 
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３ （略） 

（免責） 

第１９条 この条例又はこの条例に基づく規則に違反し、処分を受けた使用者の損害につ

いては、市長は、一切その責めを負わない。 

（指定管理者による管理） 

第２０条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）に文化ホールの管理を行わせることができ

る。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第２１条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

２ 前項第４号に規定する利用料金は、別表に定める使用料の額を上限として指定管理者

があらかじめ市長の承認を得てその額を定めるものとし、当該指定管理者の収入とする

ことができる。 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長が別に定めるところ

に従い文化ホールの管理を行わなければならない。 

４ 第４条から第１９条まで（第６条及び第１５条を除き、第１３条及び第１４条につい

ては、第１項第４号の規定により利用料金の収受を行わせる場合に限る。）及び別表の規

定は、前条の規定により文化ホールの管理を指定管理者に行わせる場合について準用す

る。この場合において、第４条中「市長が必要があると認めるときは」とあるのは「指定

管理者が必要があると認めるときは市長の承認を得て」と、第５条中「市長が必要がある

と認めるときは」とあるのは「指定管理者が必要があると認めるときは市長の承認を得

て」と、第７条から第１２条までの規定中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１３

条（見出しを含む。）及び第１４条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」

と、「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１６条から第１９条までの規定及び別表中

「市長」とあるのは「指定管理者」と、「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替える

３ （略） 

（免責） 

第１９条 この条例又はこの条例に基づく規則に違反し、処分を受けた使用者の損害につ

いては、委員会は一切その責めを負わない。 

（指定管理者による管理） 

第２０条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に文化ホールの管理を行わせることがで

きる。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第２１条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

２ 前項第４号に規定する利用料金は、別表に定める利用料金を上限として指定管理者が

あらかじめ市長の承認を得て定めるものとし、当該指定管理者の収入とすることができ

る。 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところに

従い文化ホールの管理を行わなければならない。 

４ 第４条から第１９条（第６条及び第１５条を除き、第１３条及び第１４条については、

第１項第４号の規定により利用料金の収受を行わせる場合に限る。）まで及び別表の規定

は、前条の規定により文化ホールの管理を指定管理者に行わせる場合について準用する。

この場合において、第４条中「大東市教育委員会（以下「委員会」という。）が必要があ

ると認めるときは」とあるのは「指定管理者が必要があると認めるときは大東市教育委

員会（以下「委員会」という。）の承認を得て」と、第５条中「委員会が必要があると認

めるときは」とあるのは「指定管理者が必要があると認めるときは委員会の承認を得て」

と、第７条から第１２条までの規定中「委員会」とあるのは「指定管理者」と、第１３条

（見出しを含む。）及び第１４条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」

と、「委員会」とあるのは「指定管理者」と、第１６条から第１９条までの規定及び別表
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ものとする。 

 

第２２条 ～ 第２２条の２ （略） 

（使用期間） 

第２２条の３ 市民ギャラリーの使用期間は、連続して２８日を超えることができない。

ただし、市長が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

（市民ギャラリーの分割使用） 

第２２条の４ 市民ギャラリーは、原則として、全体を一括して使用するものとする。ただ

し、分割して使用することに支障がないと市長が認める場合に限り、市民ギャラリーを

展示室１、展示室１（半区画）、展示室２及びテラスに分割することができる。 

（規定の準用） 

第２２条の５ （略） 

２ 前項において準用する第２０条及び第２１条の規定により指定管理者に市民ギャラリ

ーの管理を行わせる場合は、前２条中「市長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるも

のとする。 

第２３条 ～ 第２４条 （略） 

（使用期間） 

第２５条 公民館の使用期間は、連続して５日を超えることができない。ただし、市長が特

別の事由があると認めたときは、この限りでない。 

（規定の準用） 

第２６条 公民館について、第７条から第２２条まで（第９条を除く。）の規定を準用する。

この場合において、これらの規定中「文化ホール」とあるのは「公民館」と読み替えるも

のとする。 

２ 前項の規定により市長は、公民館の使用料を徴収する場合において、法令その他特に

必要と認めるときは使用料を減額し、又は免除することができる。 

３ 第１項において準用する第２０条及び第２１条の規定により指定管理者に公民館の管

理を行わせる場合は、前条及び前項中「市長」とあるのは「指定管理者」と、指定管理者

中「委員会」とあるのは「指定管理者」と、「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替

えるものとする。 

第２２条 ～ 第２２条の２ （略） 

（使用期間） 

第２２条の３ 市民ギャラリーの使用期間は、連続して２８日を超えることができない。

ただし、委員会が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

（市民ギャラリーの分割使用） 

第２２条の４ 市民ギャラリーは、原則として、全体を一括して使用するものとする。ただ

し、分割して使用することに支障がないと委員会が認める場合に限り、市民ギャラリー

を展示室１、展示室１（半区画）、展示室２及びテラスに分割することができる。 

（規定の準用） 

第２２条の５ （略） 

２ 前項において準用する第２０条及び第２１条の規定により指定管理者に市民ギャラリ

ーの管理を行わせる場合は、第２２条の３及び前条中「委員会」とあるのは「指定管理

者」と読み替えるものとする。 

第２３条 ～ 第２４条 （略） 

（使用期間） 

第２５条 公民館の使用期間は、連続して５日を超えることができない。ただし、委員会が

特別の事由があると認めたときは、この限りでない。 

（規定の準用） 

第２６条 公民館について、第７条から第２２条（第９条を除く。）までの規定を準用する。

この場合において、これらの規定中「文化ホール」とあるのは「公民館」と読み替えるも

のとする。 

２ 前項の規定により委員会は、公民館の使用料を徴収する場合において、法令その他特

に必要と認めるときは使用料を減額し、又は免除することができる。 

３ 第１項において準用する第２０条及び第２１条の規定により指定管理者に公民館の管

理を行わせる場合は、前条及び前項中「委員会」とあるのは「指定管理者」と、指定管理
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に利用料金の収受を行わせる場合は、同項中「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替

えるものとする。 

（その他施設の使用許可） 

第２７条 総合文化センターの市長が特に認める施設については、期間その他必要な事項

を定め、団体その他の者に使用させることができる。 

（駐車場の使用） 

第２８条 （略） 

２ 市長は、特別の事由があると認めるときは、前項の使用料の全部又は一部を免除する

ことができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、駐車場の使用について必要な事項は、規則で定める。 

（規定の準用） 

第２９条 （略） 

２ 前項において準用する第２０条及び第２１条の規定により指定管理者に駐車場その他

の施設の管理を行わせる場合は、前２条中「市長」とあるのは「指定管理者」と、指定管

理者に利用料金の収受を行わせる場合は、前条中「使用料」とあるのは「利用料金」と読

み替えるものとする。 

（委任） 

第３０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

 

別表（第１３条、第２１条、第２８条関係） 

使用料 

（単位 円） 

使用時間  

 

施設の名称等 

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

午前９時

から正午

まで 

午後１時

から午後

５時まで 

午後６時

から午後

10 時まで 

午前９時

から午後

５時まで 

午後１時

から午後

10 時まで 

午前９時

から午後

10 時まで 
       
       

者に利用料金の収受を行わせる場合は、「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替える

ものとする。 

（その他施設の使用許可） 

第２７条 総合文化センターの委員会が特に認める施設については、期間その他必要な事

項を定め、団体その他の者に使用させることができる。 

（駐車場の使用） 

第２８条 （略） 

２ 委員会は、特別の事由があると認めるときは、使用料の全部又は一部を免除すること

ができる。 

３ 駐車場の使用時間その他必要な事項は、委員会が別に定める。 

（規定の準用） 

第２９条 （略） 

２ 前項において準用する第２０条及び第２１条の規定により指定管理者に駐車場その他

の施設の管理を行わせる場合は、第２７条及び前条中「委員会」とあるのは「指定管理

者」と、指定管理者に利用料金の収受を行わせる場合は、前条中「使用料」とあるのは「利

用料金」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第３０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、委員会

が別に定める。 

 

別表（第１３条、第２１条、第２８条関係） 

使用料 

（単位 円） 

使用時間  

 

施設の名称等 

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

午前９時

から正午

まで 

午後１時

から午後

５時まで 

午後６時

から午後

10 時まで 

午前９時

から午後

５時まで 

午後１時

から午後

10 時まで 

午前９時

から午後

10 時まで 
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附属設備等 規則で定める額 

備考 （略） 

 

 

 （大東市立文化情報センター条例） 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（開館時間） 

第４条 センターの開館時間は、午前１０時から午後９時までとする。ただし、市長が必要

があると認めるときは、これを変更することができる。 

 

（休館日） 

第５条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要があると認めるとき

は、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

(3) センターを使用する者がいない日 

（使用の許可） 

第６条 センターの施設及び附属設備を使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を

受けなければならない。 

２ 市長は、センターの施設及び附属設備について、３時間を単位として使用させること

ができる。 

３ 市長は、第１項の許可をする場合に、管理上必要な条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、使用を許可しないことができる。 

 

(1) ～ (4) （略） 

       

       

附属設備等 別に委員会が定める額 

 備考 （略） 

 

 

 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（開館時間） 

第４条 センターの開館時間は、午前１０時から午後９時までとする。ただし、大東市教育

委員会（以下「委員会」という。）が必要があると認めるときは、これを変更することが

できる。 

（休館日） 

第５条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、委員会が必要があると認めると

きは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

(3) 委員会が第６条に規定する使用の許可を行っていないとき。 

（使用の許可） 

第６条 センターの施設及び設備を使用しようとする者は、あらかじめ委員会の許可を受

けなければならない。 

２ 前項の使用は、３時間を単位として使用させることができる。 

 

３ 委員会は、第１項の許可をする場合に、管理上必要な条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第７条 委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、使用を許可しないことができ

る。 

(1) ～ (4) （略） 
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(5) 前各号に掲げるもののほか、市長がセンターの管理上支障があると認めるとき。 

（使用許可の取消し等） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消し、若しくは

その使用を制限し、又はその使用の停止若しくは退去を命じることができる。 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長がセンターの管理上必要があると認めるとき。 

２ （略） 

（入館の制限） 

第８条の２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、入館を拒絶し、又は退館を命

じることができる。 

(1) ～ (2) （略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長がセンターの管理上支障があると認めたとき。 

第９条 （略） 

（特別設備の設置等） 

第９条の２ 使用者は、センターの使用に際し、特別の設備を設け、又は既設の設備に変更

を加えようとするときは、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、センターの管理上必要があるときは、使用者に特別の設備の設置を命じるこ

とができる。 

３ （略） 

第１０条 （略） 

（使用料の返還） 

第１１条 既納の使用料は、返還しないものとする。ただし、市長が特に必要があると認め

るときは、その全部又は一部を返還することができる。 

（使用料の減免） 

第１２条 市長は、公益上その他特別の事由があると認めるときは、使用料の全部又は一

部を免除することができる。 

第１３条 （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会がセンターの管理上支障があると認めるとき。 

（使用許可の取消し等） 

第８条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消し、又はそ

の使用を制限し、若しくは停止し、又は退去を命じることができる。 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会がセンターの管理上必要があると認めるとき。 

２ （略） 

（入館の制限） 

第８条の２ 委員会は、次のいずれかに該当するときは、入館を拒絶し、又は退館を命じる

ことができる。 

(1) ～ (2) （略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員会がセンターの管理上支障があると認めたとき。 

第９条 （略） 

（特別設備の設置等） 

第９条の２ 使用者は、センターの使用に際し、特別の設備を設け、又は既設の設備に変更

を加えようとするときは、あらかじめ委員会の許可を受けなければならない。 

２ 委員会は、センターの管理上必要があるときは、使用者に特別の設備の設置を命じる

ことができる。 

３ （略） 

第１０条 （略） 

（使用料の返還） 

第１１条 既納の使用料は、返還しないものとする。ただし、委員会が特に必要があると認

めるときは、その全部又は一部を返還することができる。 

（使用料の減免） 

第１２条 委員会は、公益上その他特別の事由があると認めるときは、使用料の全部又は

一部を免除することができる。 

第１３条 （略） 
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（原状回復の義務） 

第１４条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を使

用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１５条 （略） 

２ 使用者は、施設又は附属設備その他器具備品等を汚損し、破損し、又は滅失したとき

は、市長の指示に従い、これを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

 

３ （略） 

（指定管理者による管理） 

第１６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）にセンターの管理を行わせることができる。 

 

２ （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

３ （略） 

４ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長が別に定めるところ

に従いセンターの管理を行わなければならない。 

５ 第４条から前条まで（第９条及び第１３条を除き、第１０条から第１２条までについ

ては第２項第４号に規定する利用料金の収受を行わせる場合に限る。）の規定は、第１項

の規定によりセンターの管理を指定管理者に行わせる場合について準用する。この場合

において、第４条中「市長が必要があると認めるときは」とあるのは「指定管理者が必要

があると認めるときは、市長の承認を得て」と、第５条中「市長が必要と認めるときは」

とあるのは「指定管理者が必要があると認めるときは、市長の承認を得て」と、「市長」

とあるのは「指定管理者」と、第６条から第８条の２まで及び第９条の２の規定中「市

（原状回復の義務） 

第１４条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、委員会においてこれを執行し、その費用を

使用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１５条 （略） 

２ 使用者は、施設又は附属設備その他器具備品等を汚損し、破損し、又は滅失したとき

は、委員会の指示に従い、これを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならな

い。 

３ （略） 

（指定管理者による管理） 

第１６条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者（以下「指定管理者」という。）にセンターの管理を行わせることができ

る。 

２ （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

３ （略） 

４ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところに

従いセンターの管理を行わなければならない。 

５ 第４条から前条（第９条及び第１３条を除き、第１０条から第１２条までについては

第２項第４号に規定する利用料金の収受を行わせる場合に限る。）までの規定は、第１項

の規定によりセンターの管理を指定管理者に行わせる場合について準用する。この場合

において、第４条中「大東市教育委員会（以下「委員会」という。）が必要があると認め

るときは」とあるのは「指定管理者が必要があると認めるときは、大東市教育委員会（以

下「委員会」という。）の承認を得て」と、第５条中「委員会が必要と認めるときは」と

あるのは「指定管理者が必要があると認めるときは、委員会の承認を得て」と、「委員会」
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長」とあるのは「指定管理者」と、第１０条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは

「利用料金」と、第１１条（見出しを含む。）及び第１２条（見出しを含む。）中「使用料」

とあるのは「利用料金」と、「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１４条第２項及び

前条第２項中「市長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

 

第１７条 （略） 

（委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

 

 （大東市立生涯学習ルーム条例） 

 

第１条 ～ 第２条 （略） 

（開館時間） 

第３条 学習ルームの開館時間は、次のとおりとする。ただし、市長が必要があると認める

ときは、これを変更することができる。 

 表 （略） 

（休館日） 

第４条 学習ルームの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要があると認めると

きは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

 表 （略） 

（使用の許可） 

第５条 学習ルームを使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の許可をする場合に、管理上必要な条件を付することができる。 

（使用の制限） 

とあるのは「指定管理者」と、第６条から第８条の２まで及び第９条の２の規定中「委員

会」とあるのは「指定管理者」と、第１０条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは

「利用料金」と、第１１条（見出しを含む。）及び第１２条（見出しを含む。）中「使用料」

とあるのは「利用料金」と、「委員会」とあるのは「指定管理者」と、第１４条第２項及

び第１５条第２項中「委員会」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

第１７条 （略） 

（委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、センターに関し必要な事項は、委員会が別に定

める。 

 

 

 

 

第１条 ～ 第２条 （略） 

（開館時間） 

第３条 学習ルームの開館時間は、次のとおりとする。ただし、大東市教育委員会（以下

「委員会」という。）が必要があると認めるときは、これを変更することができる。 

 表 （略） 

（休館日） 

第４条 学習ルームの休館日は、次のとおりとする。ただし、委員会が必要があると認める

ときは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

 表 （略） 

（使用の許可） 

第５条 学習ルームを使用しようとする者は、あらかじめ委員会の許可を受けなければな

らない。 

２ 委員会は、前項の許可をする場合に、管理上必要な条件を付することができる。 

（使用の制限） 
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第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、使用を許可しないことができる。 

 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が学習ルームの管理上支障があると認めるとき。 

（使用許可の取消し等） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消し、若しくは

その使用を制限し、又はその使用の停止若しくは退去を命じることができる。 

(1) ～ (3) （略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が学習ルームの管理上必要があると認めるとき。 

２ （略） 

（入館の制限） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者については、入館を拒絶し、又は退館を

命じることができる。 

(1) ～ (2) （略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が学習ルームの管理上支障があると認める者 

第８条の２ ～ 第９条 （略） 

（使用料の返還） 

第１０条 既納の使用料は、返還しないものとする。ただし、市長が特に必要があると認め

るときは、その全部又は一部を返還することができる。 

（使用料の減免） 

第１１条 市長は、公益上その他特別の事由があると認めるときは、使用料の全部又は一

部を免除することができる。 

第１２条 （略） 

（特別設備の設置等） 

第１３条 使用者は、学習ルームの使用に際し、特別の設備を設け、又は既設の設備に変更

を加えようとするときは、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、学習ルームの管理上必要があるときは、使用者に特別の設備の設置を命じる

第６条 委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、使用を許可しないことができ

る。 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が学習ルームの管理上支障があると認めるとき。 

（使用許可の取消し等） 

第７条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消し、又はそ

の使用を制限し、若しくは停止し、又は退去を命じることができる。 

(1) ～ (3) （略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、委員会が学習ルームの管理上必要があると認めるとき。 

２ （略） 

（入館の制限） 

第８条 委員会は、次の各号のいずれかに該当する者については、入館を拒絶し、又は退館

を命じることができる。 

(1) ～ (2) （略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員会が学習ルームの管理上支障があると認める者 

第８条の２ ～ 第９条 （略） 

（使用料の返還） 

第１０条 既納の使用料は、返還しないものとする。ただし、委員会が特に必要があると認

めるときは、その全部又は一部を返還することができる。 

（使用料の減免） 

第１１条 委員会は、公益上その他特別の事由があると認めるときは、使用料の全部又は

一部を免除することができる。 

第１２条 （略） 

（特別設備の設置等） 

第１３条 使用者は、学習ルームの使用に際し、特別の設備を設け、又は既設の設備に変更

を加えようとするときは、あらかじめ委員会の許可を受けなければならない。 

２ 委員会は、学習ルームの管理上必要があるときは、使用者に特別の設備の設置を命じ
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ことができる。 

３ （略） 

（原状回復の義務） 

第１４条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを行い、その費用は使用

者の負担とする。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１５条 （略） 

２ 使用者は、施設又は附属設備その他器具備品等を汚損し、破損し、若しくは滅失したと

き又は他の者に損害を与えたときは、市長の指示に従いこれを原状に復し、若しくはそ

の損害を受けた者に対して賠償しなければならない。 

３ （略） 

（指定管理者による管理） 

第１６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）に各学習ルームの管理を行わせることがで

きる。 

２ （略） 

(1) ～ (3) （略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

３ （略） 

４ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長が別に定めるところ

に従い学習ルームの管理を行わなければならない。 

５ 第５条から第１１条まで（第９条、第１０条及び第１１条については、第２項第３号に

規定する利用料金の収受を行わせる場合に限る。）及び前３条の規定は、第１項の規定に

より学習ルームの管理を指定管理者に行わせる場合について準用する。この場合におい

て、第５条から第８条までの規定中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第９条（見出

しを含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」と、第１０条及び第１１条（見出しを

ることができる。 

３ （略） 

（原状回復の義務） 

第１４条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、委員会においてこれを行い、その費用は使

用者の負担とする。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１５条 （略） 

２ 使用者は、施設又は附属設備その他器具備品等を汚損し、破損し、若しくは滅失したと

き又は他の者に損害を与えたときは、委員会の指示に従いこれを原状に復し、若しくは

その損害を受けた者に対して賠償しなければならない。 

３ （略） 

（指定管理者による管理） 

第１６条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に各学習ルームの管理を行わせることが

できる。 

２ （略） 

(1) ～ (3) （略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

３ （略） 

４ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところに

従い学習ルームの管理を行わなければならない。 

５ 第５条から第１１条（第９条、第１０条及び第１１条については、第２項第３号に規定

する利用料金の収受を行わせる場合に限る。）まで、第１３条、第１４条及び前条の規定

は、第１項の規定により学習ルームの管理を指定管理者に行わせる場合について準用す

る。この場合において、第５条から第８条までの規定中「委員会」とあるのは「指定管理

者」と、第９条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」と、第１０条及
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含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「市長」とあるのは「指定管理者」と、

第１３条第１項及び第２項、第１４条第２項並びに前条第２項中「市長」とあるのは「指

定管理者」と読み替えるものとする。 

第１７条 （略） 

（委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

 

別表（第９条関係） 

 

（単位 円） 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 （大東市立生涯学習センター条例） 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（指定管理者による管理） 

第４条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者（以下「指定管理者」という。）にセンターの一部又は全部の管理を行わせる

ものとする。 

（開館時間） 

第５条 センターの開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。ただし、指定管理者

び第１１条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「委員会」とある

のは「指定管理者」と、第１３条第１項及び第２項、第１４条第２項並びに前条第２項中

「委員会」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

第１７条 （略） 

（委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、委員会

が別に定める。 

 

別表（第９条、第１６条関係） 

基本料金表 

（単位 円） 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（指定管理者による管理） 

第４条 大東市教育委員会（以下「委員会」という。）は、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に

センターの一部又は全部の管理を行わせるものとする。 

（開館時間） 

第５条 センターの開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。ただし、指定管理者
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が必要があると認めるときは、市長の承認を得て開館時間を一時的に変更することがで

きる。 

（休館日） 

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、指定管理者が必要と認めるとき

は、市長の承認を得てこれを変更し、又は臨時に休館することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

第７条 ～ 第１３条 （略） 

（使用料の返還） 

第１４条 既納の使用料は、返還しないものとする。ただし、市長が特別な事由に該当する

と認めるときは、規則で定めるところにより、その全部又は一部を返還することができ

る。 

（使用料の減免） 

第１５条 市長は、公益上その他特別の事由に該当するときは、規則で定めるところによ

り、使用料の全部又は一部を免除することができる。 

第１６条 （略） 

（原状回復の義務） 

第１７条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を使

用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１８条 （略） 

２ （略） 

３ 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反し、市及び指定管理者に損害を与

えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第１９条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

が必要があると認めるときは、委員会の承認を得て開館時間を一時的に変更することが

できる。 

（休館日） 

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、指定管理者が必要と認めるとき

は、委員会の承認を得てこれを変更し、又は臨時に休館することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

第７条 ～ 第１３条 （略） 

（使用料の返還） 

第１４条 既納の使用料は、返還しないものとする。ただし、委員会が特別な事由に該当す

ると認めるときは、規則で定めるところにより、その全部又は一部を返還することがで

きる。 

（使用料の減免） 

第１５条 委員会は、公益上その他特別の事由に該当するときは、規則で定めるところに

より、使用料の全部又は一部を免除することができる。 

第１６条 （略） 

（原状回復の義務） 

第１７条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、委員会においてこれを執行し、その費用を

使用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１８条 （略） 

２ （略） 

３ 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反し、委員会及び指定管理者に損害

を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第１９条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 
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(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

２ （略） 

３ 第１３条から第１５条までの規定は、前項の規定により利用料金の収受に関する業務

を指定管理者に行わせる場合について準用する。この場合において、第１３条（見出しを

含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「基本使用料」とあるのは「基本利用料

金」と、第１４条及び第１５条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」

と、「市長」とあるのは「指定管理者」と、別表第１中「基本使用料表」とあるのは「基

本利用料金表」と、「使用料」とあるのは「利用料金」と、別表第２中「基本使用料表」

とあるのは「基本利用料金表」と、「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替えるもの

とする。 

４ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長が別に定めるところ

に従いセンターの管理を行わなければならない。 

第２０条 （略） 

（委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

 

 （大東市体育施設条例） 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（指定管理者による管理） 

第４条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者（以下「指定管理者」という。）に体育施設の管理を行わせるものとする。 

 

（開館及び開場時間並びに使用単位） 

第５条 体育施設の開館及び開場時間並びに使用単位（以下「使用単位等」という。）は、

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

２ （略） 

３ 第１３条から第１５条までの規定は、前項の規定により利用料金の収受に関する業務

を指定管理者に行わせる場合について準用する。この場合において、第１３条（見出しを

含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「基本使用料」とあるのは「基本利用料

金」と、第１４条及び第１５条（見出しを含む。）中「使用料」とあるのは「利用料金」

と、「委員会」とあるのは「指定管理者」と、別表第１中「基本使用料表」とあるのは「基

本利用料金表」と、「使用料」とあるのは「利用料金」と、別表第２中「基本使用料表」

とあるのは「基本利用料金表」と、「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替えるもの

とする。 

４ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところに

従いセンターの管理を行わなければならない。 

第２０条 （略） 

（委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は委員会が別

に定める。 

 

 

 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（指定管理者による管理） 

第４条 大東市教育委員会（以下「委員会」という。）は、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に

体育施設の管理を行わせるものとする。 

（開館及び開場時間並びに使用単位） 

第５条 体育施設の開館及び開場時間並びに使用単位（以下「使用単位等」という。）は、

admin
タイプライターテキスト
-40-                                                                                                                                                                      -41-



新  旧 

   

別表第２のとおりとする。ただし、指定管理者が必要があると認めるときは、市長の承認

を得て使用単位等を臨時に変更することができる。 

２ （略） 

（休館日等） 

第６条 体育施設の休館日又は休場日は、１２月２９日から翌年の１月３日までの日とす

る。ただし、指定管理者が必要があると認めるときは、市長の承認を得て、臨時に変更す

ることができる。 

第７条 ～ 第１３条 （略） 

（利用料金） 

第１４条 別表第３に掲げる体育施設の使用者は、使用の許可を受けるとき又は使用の届

出を行うときに、同表に定める利用料金を納付しなければならない。ただし、市長又は指

定管理者が別に納期を定めたときは、この限りでない。 

２ ～ ３ （略） 

第１５条 ～ 第１７条 （略） 

（原状回復の義務） 

第１８条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を使

用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１９条 （略） 

２ （略） 

３ 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反し、市及び指定管理者に損害を与

えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第２０条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

別表第２のとおりとする。ただし、指定管理者が必要があると認めるときは、委員会の承

認を得て使用単位等を臨時に変更することができる。 

２ （略） 

（休館日等） 

第６条 体育施設の休館日又は休場日は、１２月２９日から翌年の１月３日までの日とす

る。ただし、指定管理者が必要があると認めるときは、委員会の承認を得て、臨時に変更

することができる。 

第７条 ～ 第１３条 （略） 

（利用料金） 

第１４条 別表第３に掲げる体育施設の使用者は、使用の許可を受けるとき又は使用の届

出を行うときに、同表に定める利用料金を納付しなければならない。ただし、委員会又は

指定管理者が別に納期を定めたときは、この限りでない。 

２ ～ ３ （略） 

第１５条 ～ 第１７条 （略） 

（原状回復の義務） 

第１８条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、委員会においてこれを執行し、その費用を

使用者から徴収する。 

（使用者の管理義務及び損害賠償） 

第１９条 （略） 

２ （略） 

３ 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反し、委員会及び指定管理者に損害

を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第２０条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 
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２ （略） 

第２１条 （略） 

（委任） 

第２２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

 

 （大東市文化財保護条例） 

 

第１条 ～ 第４条 （略） 

（財産権の尊重及び他の公益との調整） 

第５条 市長は、この条例の執行に当たっては、関係者の所有権その他の財産権を尊重す

るとともに、文化財の保護と他の公益との調整に留意しなければならない。 

 

（指定） 

第６条 市長は、市の区域内に存する有形文化財（国又は大阪府が指定しているものを除

く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定有形文化財（以下「市指定有形文化財」

という。）に指定することができる。 

２ 市長は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、指定しようとする

有形文化財の所有者及び権原に基づく占有者（以下「所有者等」という。）の同意を得な

ければならない。ただし、所有者等が判明しない場合は、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、大東市文化財保

護審議会（以下「審議会」という。）に諮問しなければならない。 

４ ～ ５ （略） 

６ 市長は、第１項の規定による指定をしたときは、当該市指定有形文化財の所有者等に

指定書を交付しなければならない。 

（解除） 

２ （略） 

第２１条 （略） 

（委任） 

第２２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、委員会が

別に定める。 

 

 

 

 

第１条 ～ 第４条 （略） 

（財産権の尊重及び他の公益との調整） 

第５条 大東市教育委員会（以下「委員会」という。）は、この条例の執行に当たっては、

関係者の所有権その他の財産権を尊重するとともに、文化財の保護と他の公益との調整

に留意しなければならない。 

（指定） 

第６条 委員会は、市の区域内に存する有形文化財（国又は大阪府が指定しているものを

除く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定有形文化財（以下「市指定有形文化

財」という。）に指定することができる。 

２ 委員会は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、指定しようとす

る有形文化財の所有者及び権原に基づく占有者（以下「所有者等」という。）の同意を得

なければならない。ただし、所有者等が判明しない場合は、この限りでない。 

３ 委員会は、第１項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、大東市文化財

保護審議会（以下「審議会」という。）に諮問しなければならない。 

４ ～ ５ （略） 

６ 委員会は、第１項の規定による指定をしたときは、当該市指定有形文化財の所有者等

に指定書を交付しなければならない。 

（解除） 
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第７条 市長は、市指定有形文化財がその価値を失ったときその他特別の事由があるとき

は、その指定を解除することができる。 

２ ～ ３ （略） 

４ 前項の場合において、市長は、その旨を告示するとともに、当該市指定有形文化財の所

有者等に通知しなければならない。 

５ 第２項において準用する前条第４項の規定による市指定有形文化財の指定の解除の通

知を受けたとき又は前項の規定による通知を受けたときは、当該市指定有形文化財の所

有者は、速やかに前条第６項に規定する指定書を市長に返納しなければならない。 

（所有者の管理義務及び管理責任者） 

第８条 市指定有形文化財の所有者は、この条例及び規則並びに市長の指示に従い、市指

定有形文化財を管理しなければならない。 

２ （略） 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したときは、当該市指定有形文化財の所有者は、

速やかにその旨を市長に届け出なければならない。管理責任者を変更し、又は解任した

場合も同様とする。 

 

４ （略） 

（所有者又は管理責任者の変更等の届出） 

第９条 市指定有形文化財の所有者の変更があったときは、新所有者は、速やかにその旨

を市長に届け出なければならない。 

２ 市指定有形文化財の所有者又は管理責任者は、その氏名若しくは名称又は住所を変更

したときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（滅失、損傷等の届出） 

第１０条 市指定有形文化財の全部又は一部が滅失し、若しくは損傷し、又はこれを亡失

し、若しくは盗み取られたときは、当該市指定有形文化財の所有者又は管理責任者は、速

やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（所在の変更の届出） 

第７条 委員会は、市指定有形文化財がその価値を失ったときその他特別の事由があると

きは、その指定を解除することができる。 

２ ～ ３ （略） 

４ 前項の場合において、委員会は、その旨を告示するとともに、当該市指定有形文化財の

所有者等に通知しなければならない。 

５ 第２項において準用する前条第４項の規定による市指定有形文化財の指定の解除の通

知を受けたとき又は前項の規定による通知を受けたときは、当該市指定有形文化財の所

有者は、速やかに前条第６項に規定する指定書を委員会に返納しなければならない。 

（所有者の管理義務及び管理責任者） 

第８条 市指定有形文化財の所有者は、この条例並びに大東市教育委員会規則（以下「委員

会規則」という。）及び委員会の指示に従い、市指定有形文化財を管理しなければならな

い。 

２ （略） 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したときは、当該市指定有形文化財の所有者は、

速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。管理責任者を変更し、又は解任し

た場合も同様とする。 

４ （略） 

（所有者又は管理責任者の変更等の届出） 

第９条 市指定有形文化財の所有者の変更があったときは、新所有者は、速やかにその旨

を委員会に届け出なければならない。 

２ 市指定有形文化財の所有者又は管理責任者は、その氏名若しくは名称又は住所を変更

したときは、速やかにその旨を委員会に届け出なければならない。 

（滅失、損傷等の届出） 

第１０条 市指定有形文化財の全部又は一部が滅失し、若しくは損傷し、又はこれを亡失

し、若しくは盗み取られたときは、当該市指定有形文化財の所有者又は管理責任者は、速

やかにその旨を委員会に届け出なければならない。 

（所在の変更の届出） 
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第１１条 市指定有形文化財の所在の場所を変更しようとするときは、当該市指定有形文

化財の所有者又は管理責任者は、あらかじめ、その旨を市長に届け出なければならない。

ただし、規則で定める場合には、届出を要せず、又は所在の場所を変更した後届け出るこ

とをもって足りるものとする。 

（所有者による修理） 

第１２条 （略） 

２ 所有者は、市指定有形文化財を修理しようとするときは、あらかじめ、その旨を市長に

届け出なければならない。ただし、次条第１項の規定による補助金の交付、第１５条第２

項の規定による勧告又は第１７条第１項の規定による許可を受けて修理を行う場合は、

この限りでない。 

３ 市長は、市指定有形文化財を保護するため必要があると認めるときは、前項の届出に

係る修理に関し、技術的な指導又は助言をすることができる。 

（管理又は修理の補助等） 

第１３条 市長は、市指定有形文化財の管理又は修理につき多額の経費を要し、所有者が

その負担に堪えることができない場合その他特別の事由がある場合は、その経費の一部

に充てさせるため、当該所有者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することができる。 

２ 前項の規定により補助金を交付する場合において、市長は、その補助の条件として管

理又は修理に関し必要な事項を指示するとともに、必要があると認めるときは、当該管

理又は修理について指揮監督することができる。 

（補助金の返還等） 

第１４条 市長は、前条第１項の規定による補助金の交付を受ける所有者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該補助金の全部若しくは一部を交付せず、又は当該所有者

に対し既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることができる。 

(1) 管理又は修理に関し、この条例又は規則に違反したとき。 

(2) ～ (3) （略） 

（管理又は修理に関する勧告） 

第１５条 市長は、市指定有形文化財の管理が適当でないため、当該市指定有形文化財が

第１１条 市指定有形文化財の所在の場所を変更しようとするときは、当該市指定有形文

化財の所有者又は管理責任者は、あらかじめ、その旨を委員会に届け出なければならな

い。ただし、委員会規則で定める場合には、届出を要せず、又は所在の場所を変更した後

届け出ることをもって足りるものとする。 

（所有者による修理） 

第１２条 （略） 

２ 所有者は、市指定有形文化財を修理しようとするときは、あらかじめ、その旨を委員会

に届け出なければならない。ただし、次条第１項の規定による補助金の交付、第１５条第

２項の規定による勧告又は第１７条第１項の規定による許可を受けて修理を行う場合

は、この限りでない。 

３ 委員会は、市指定有形文化財を保護するため必要があると認めるときは、前項の届出

に係る修理に関し、技術的な指導又は助言をすることができる。 

（管理又は修理の補助等） 

第１３条 市は、市指定有形文化財の管理又は修理につき多額の経費を要し、所有者がそ

の負担に堪えることができない場合その他特別の事由がある場合は、その経費の一部に

充てさせるため、当該所有者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することができる。 

２ 前項の規定により補助金を交付する場合において、委員会は、その補助の条件として

管理又は修理に関し必要な事項を指示するとともに、必要があると認めるときは、当該

管理又は修理について指揮監督することができる。 

（補助金の返還等） 

第１４条 市は、前条第１項の規定による補助金の交付を受ける所有者が次の各号のいず

れかに該当するときは、当該補助金の全部若しくは一部を交付せず、又は当該所有者に

対し既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることができる。 

(1) 管理又は修理に関し、この条例又は委員会規則に違反したとき。 

(2) ～ (3) （略） 

（管理又は修理に関する勧告） 

第１５条 委員会は、市指定有形文化財の管理が適当でないため、当該市指定有形文化財
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滅失し、損傷し、又は盗み取られるおそれがあると認めるときは、所有者又は管理責任者

に対し、管理方法の改善、保存施設の設置その他管理に関し必要な措置を勧告すること

ができる。 

２ 市長は、市指定有形文化財が損傷している場合において、その保存のため必要がある

と認めるときは、所有者に対し、その修理について必要な勧告をすることができる。 

３ 市長は、前２項の規定による勧告に基づいて行う措置又は修理のために要する経費の

一部に充てるため、当該所有者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することができる。 

４ （略） 

（有償譲渡の場合の納付金） 

第１６条 市指定有形文化財の修理又は管理に関し必要な措置（以下この条において「修

理等」という。）について第１３条第１項又は前条第３項の規定により、市長が補助金を

交付した市指定有形文化財のその当時における所有者又はその相続人、受遺者若しくは

受贈者は、補助に係る修理等が行われた後に当該市指定有形文化財を有償で譲り渡した

場合においては、当該補助金の額の合計額から当該修理等が行われた後に当該市指定有

形文化財の修理等のために自ら負担した金額を控除して得た金額を市に納付しなければ

ならない。 

２ 前項に規定する「補助金の額」とは、市長が交付した補助金の額を補助に係る修理等を

行った市指定有形文化財につき市長が別に定める耐用年数で除して得た金額に、当該耐

用年数から修理等が完了した月から起算して当該市指定有形文化財が譲渡された月の前

月までの年数を控除した残余の年数（１年に満たない部分があるときは、これを切り捨

てる。）を乗じて得た金額に相当する金額とする。 

３ 補助に係る修理等が行われた後、当該市指定有形文化財を市に譲り渡した場合その他

特別の事由がある場合は、市長は、第１項の規定により納付すべき金額の全部又は一部

の納付を免除することができる。 

（現状変更等の制限） 

第１７条 市指定有形文化財の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう

とするときは、市長の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については、維

が滅失し、損傷し、又は盗み取られるおそれがあると認めるときは、所有者又は管理責任

者に対し、管理方法の改善、保存施設の設置その他管理に関し必要な措置を勧告するこ

とができる。 

２ 委員会は、市指定有形文化財が損傷している場合において、その保存のため必要があ

ると認めるときは、所有者に対し、その修理について必要な勧告をすることができる。 

３ 市は、前２項の規定による勧告に基づいて行う措置又は修理のために要する経費の一

部に充てるため、当該所有者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することができる。 

４ （略） 

（有償譲渡の場合の納付金） 

第１６条 市指定有形文化財の修理又は管理に関し必要な措置（以下この条において「修

理等」という。）について第１３条第１項又は前条第３項の規定により、市が補助金を交

付した市指定有形文化財のその当時における所有者又はその相続人、受遺者若しくは受

贈者は、補助に係る修理等が行われた後に当該市指定有形文化財を有償で譲り渡した場

合においては、当該補助金の額の合計額から当該修理等が行われた後に当該市指定有形

文化財の修理等のために自ら負担した金額を控除して得た金額を市に納付しなければな

らない。 

２ 前項に規定する「補助金の額」とは、市が交付した補助金の額を補助に係る修理等を行

った市指定有形文化財につき委員会が定める耐用年数で除して得た金額に、当該耐用年

数から修理等が完了した月から起算して当該市指定有形文化財が譲渡された月の前月ま

での年数を控除した残余の年数（１年に満たない部分があるときは、これを切り捨てる。）

を乗じて得た金額に相当する金額とする。 

３ 補助に係る修理等が行われた後、当該市指定有形文化財を市に譲り渡した場合その他

特別の事由がある場合は、市は、第１項の規定により納付すべき金額の全部又は一部の

納付を免除することができる。 

（現状変更等の制限） 

第１７条 市指定有形文化財の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう

とするときは、委員会の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については、
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持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置を講じる場合又は保存に影響を及ぼ

す行為による影響が軽微である場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、規則で定める。 

３ 市長は、第１項の許可を与える場合において、その許可の条件として同項の現状の変

更又は保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。 

４ 第１項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかったときは、市長は、当該許

可に係る現状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は当該許可を取

り消すことができる。 

５ （略） 

（公開） 

第１８条 市長は、市指定有形文化財の所有者に対し、６か月以内の期間を限って市が行

う公開の用に供するため、市指定有形文化財を出品することを勧告することができる。 

 

２ 市長は、市指定有形文化財の所有者に対し、３か月以内の期間を限って市指定有形文

化財の公開を勧告することができる。 

３ 市長は、前項の規定による公開及び当該公開に係る市指定有形文化財の管理について

必要な指示をすることができる。 

４ （略） 

５ 市長は、第１項の規定による市指定有形文化財が出品されたときは、その職員のうち

から当該市指定有形文化財の管理を行うべき者を定めなければならない。 

６ （略） 

（所有者以外の者による公開） 

第１９条 市指定有形文化財の所有者以外の者が主催する展覧会その他の催しにおいて、

市指定有形文化財を公衆の観覧に供しようとするときは、あらかじめ、その旨を市長に

届け出なければならない。ただし、前条第１項の規定による勧告を受けて市指定有形文

化財を公開する場合は、この限りでない。 

２ 市長は、市指定有形文化財を保護するため必要があると認めるときは、前項の規定に

維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置を講じる場合又は保存に影響を及

ぼす行為による影響が軽微である場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、委員会規則で定める。 

３ 委員会は、第１項の許可を与える場合において、その許可の条件として同項の現状の

変更又は保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。 

４ 第１項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかったときは、委員会は、当該

許可に係る現状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は当該許可を

取り消すことができる。 

５ （略） 

（公開） 

第１８条 委員会は、市指定有形文化財の所有者に対し、６か月以内の期間を限って委員

会が行う公開の用に供するため、市指定有形文化財を出品することを勧告することがで

きる。 

２ 委員会は、市指定有形文化財の所有者に対し、３か月以内の期間を限って市指定有形

文化財の公開を勧告することができる。 

３ 委員会は、前項の規定による公開及び当該公開に係る市指定有形文化財の管理につい

て必要な指示をすることができる。 

４ （略） 

５ 委員会は、第１項の規定による市指定有形文化財が出品されたときは、委員会の職員

のうちから当該市指定有形文化財の管理を行うべき者を定めなければならない。 

６ （略） 

（所有者以外のものによる公開） 

第１９条 市指定有形文化財の所有者以外のものが主催する展覧会その他の催しにおい

て、市指定有形文化財を公衆の観覧に供しようとするときは、あらかじめ、その旨を委員

会に届け出なければならない。ただし、前条第１項の規定による勧告を受けて市指定有

形文化財を公開する場合は、この限りでない。 

２ 委員会は、市指定有形文化財を保護するため必要があると認めるときは、前項の規定
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よる届出に係る公開及び当該公開に係る市指定有形文化財の管理に関し必要な指示をす

ることができる。 

（報告の徴収） 

第２０条 市長は、必要があると認めるときは、市指定有形文化財の所有者又は管理責任

者に対し、市指定有形文化財の現状又は管理若しくは修理の状況につき報告を求めるこ

とができる。 

（所有者の変更に伴う権利義務等の承継） 

第２１条 市指定有形文化財の所有者の変更があったときは、新所有者は、当該市指定有

形文化財に関し、この条例に基づいて行う市長の勧告、指示その他の処分等の旧所有者

の権利義務等を承継する。 

２ （略） 

（指定及び認定） 

第２２条 市長は、市の区域内に存する無形文化財（国又は大阪府が指定しているものを

除く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定無形文化財（以下「市指定無形文化

財」という。）に指定することができる。 

２ 市長は、前項の規定による指定をしようとするときは、当該無形文化財の保持者又は

保持団体（無形文化財を保持する者が主たる構成員となっている団体で代表者の定めの

あるものをいう。以下同じ。）を認定しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による指定又は前項の規定による認定をしようとするときは、

あらかじめ、審議会に諮問しなければならない。 

４ ～ ５ （略） 

６ 市長は、第２項の規定による認定をしたときは、当該市指定無形文化財の保持者又は

保持団体に認定書を交付しなければならない。 

７ 市長は、第１項の規定による指定をした後においても、当該市指定無形文化財の保持

者又は保持団体として認定するに足りるものがあると認めるときは、そのものを保持者

又は保持団体として追加認定することができる。 

８ （略） 

による届出に係る公開及び当該公開に係る市指定有形文化財の管理に関し必要な指示を

することができる。 

（報告の徴収） 

第２０条 委員会は、必要があると認めるときは、市指定有形文化財の所有者又は管理責

任者に対し、市指定有形文化財の現状又は管理若しくは修理の状況につき報告を求める

ことができる。 

（所有者の変更に伴う権利義務等の承継） 

第２１条 市指定有形文化財の所有者の変更があったときは、新所有者は、当該市指定有

形文化財に関し、この条例に基づいて行う委員会の勧告、指示その他の処分等の旧所有

者の権利義務等を承継する。 

２ （略） 

（指定及び認定） 

第２２条 委員会は、市の区域内に存する無形文化財（国又は大阪府が指定しているもの

を除く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定無形文化財（以下「市指定無形文

化財」という。）に指定することができる。 

２ 委員会は、前項の規定による指定をしようとするときは、当該無形文化財の保持者又

は保持団体（無形文化財を保持する者が主たる構成員となっている団体で代表者の定め

のあるものをいう。以下同じ。）を認定しなければならない。 

３ 委員会は、第１項の規定による指定又は前項の規定による認定をしようとするときは、

あらかじめ、審議会に諮問しなければならない。 

４ ～ ５ （略） 

６ 委員会は、第２項の規定による認定をしたときは、当該市指定無形文化財の保持者又

は保持団体に認定書を交付しなければならない。 

７ 委員会は、第１項の規定による指定をした後においても、当該市指定無形文化財の保

持者又は保持団体として認定するに足りるものがあると認めるときは、そのものを保持

者又は保持団体として追加認定することができる。 

８ （略） 
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（指定及び認定の解除） 

第２３条 市長は、市指定無形文化財がその価値を失ったときその他特別の事由があると

きは、その指定を解除することができる。 

２ 市長は、保持者が心身の故障のため保持者として適当でなくなったと認められるとき、

保持団体がその構成員の異動のため保持団体として適当でなくなったと認められるとき

その他特別の事由があるときは、その認定を解除することができる。 

３ ～ ５ （略） 

６ 前項の場合において、市長は、その旨を告示するとともに、当該市指定無形文化財の保

持者として認定されていた者又は保持団体として認定されていた団体の代表者に通知し

なければならない。 

７ 保持者が死亡したとき又は保持団体が解散したとき（消滅したときを含む。以下この

条及び次条において同じ。）は、当該保持者又は保持団体の認定は解除されたものとする。

この場合において、市長は、その旨を告示しなければならない。 

８ 保持者の全てが死亡したとき又は保持団体の全てが解散したときは、市指定無形文化

財の指定は解除されたものとする。この場合において、市長は、その旨を告示しなければ

ならない。 

９ 第４項及び第６項の規定による通知を受けたときは、当該市指定無形文化財保持者又

は保持団体は速やかに前条第６項に規定する認定書を市長に返納しなければならない。 

 

（保持者等の氏名変更等の届出） 

第２４条 保持者が氏名若しくは住所を変更し、又は死亡したときその他規則で定める事

由があるときは、保持者又はその相続人は、速やかにその旨を市長に届け出なければな

らない。保持団体が名称、事務所の所在地若しくは代表者を変更し、構成員に異動を生

じ、又は解散したときも、代表者（保持団体が解散した場合にあっては、代表者であった

者）について、同様とする。 

（保存） 

第２５条 市長は、市指定無形文化財の保存のため必要があると認めるときは、市指定無

（指定及び認定の解除） 

第２３条 委員会は、市指定無形文化財がその価値を失ったときその他特別の事由がある

ときは、その指定を解除することができる。 

２ 委員会は、保持者が心身の故障のため保持者として適当でなくなったと認められると

き、保持団体がその構成員の異動のため保持団体として適当でなくなったと認められる

ときその他特別の事由があるときは、その認定を解除することができる。 

３ ～ ５ （略） 

６ 前項の場合において、委員会は、その旨を告示するとともに、当該市指定無形文化財の

保持者として認定されていた者又は保持団体として認定されていた団体の代表者に通知

しなければならない。 

７ 保持者が死亡したとき又は保持団体が解散したとき（消滅したときを含む。以下この

条及び次条において同じ。）は、当該保持者又は保持団体の認定は解除されたものとする。

この場合において、委員会は、その旨を告示しなければならない。 

８ 保持者のすべてが死亡したとき又は保持団体のすべてが解散したときは、市指定無形

文化財の指定は解除されたものとする。この場合において、委員会は、その旨を告示しな

ければならない。 

９ 第４項及び第６項の規定による通知を受けたときは、当該市指定無形文化財保持者又

は保持団体は速やかに前条第６項に規定する認定書を委員会に返納しなければならな

い。 

（保持者等の氏名変更等の届出） 

第２４条 保持者が氏名若しくは住所を変更し、又は死亡したときその他委員会規則で定

める事由があるときは、保持者又はその相続人は、速やかにその旨を委員会に届け出な

ければならない。保持団体が名称、事務所の所在地若しくは代表者を変更し、構成員に異

動を生じ、又は解散したときも、代表者（保持団体が解散した場合にあっては、代表者で

あった者）について、同様とする。 

（保存） 

第２５条 委員会は、市指定無形文化財の保存のため必要があると認めるときは、市指定

admin
タイプライターテキスト
-56-                                                                                                                                                                      -57-

admin
タイプライターテキスト



新  旧 

   

形文化財について、自ら記録の作成、継承者の養成その他その保存のための適当な措置

を執ることができる。 

２ 市長は、市指定無形文化財の保持者又は保持団体その他その保存に当たることを適当

と認める者に対し、その保存に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができ

る。 

３ （略） 

（保存に関する助言又は勧告） 

第２６条 市長は、市指定無形文化財の保持者又は保持団体その他その保存に当たること

を適当と認める者に対し、その保存のため必要な助言又は勧告をすることができる。 

（公開） 

第２７条 市長は、市指定無形文化財の保持者又は保持団体に対し市指定無形文化財の公

開を、市指定無形文化財の記録の所有者に対しその記録の公開を勧告することができる。 

 

２ 市長は、前項の規定による市指定無形文化財の公開及びその記録の公開に関し必要な

指示をすることができる。 

３ 第１項の規定による市指定無形文化財の公開に要する経費は、当該公開を市が行う場

合には市の負担とし、その他の場合には予算の範囲内でその全部又は一部を市の負担と

することができる。 

４ 市長は、第１項の規定による市指定無形文化財の記録の公開に要する経費の一部を予

算の範囲内で補助することができる。 

５ ～ ６ （略） 

（指定） 

第２８条 市長は、市の区域内に存する有形の民俗文化財（国又は大阪府が指定している

ものを除く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定有形民俗文化財（以下「市指

定有形民俗文化財」という。）に、無形の民俗文化財（国又は大阪府が指定しているもの

を除く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定無形民俗文化財（以下「市指定無

形民俗文化財」という。）に指定することができる。 

無形文化財について、自ら記録の作成、継承者の養成その他その保存のための適当な措

置を執ることができる。 

２ 市は、市指定無形文化財の保持者又は保持団体その他その保存に当たることを適当と

認めるものに対し、その保存に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができ

る。 

３ （略） 

（保存に関する助言又は勧告） 

第２６条 委員会は、市指定無形文化財の保持者又は保持団体その他その保存に当たるこ

とを適当と認めるものに対し、その保存のため必要な助言又は勧告をすることができる。 

（公開） 

第２７条 委員会は、市指定無形文化財の保持者又は保持団体に対し市指定無形文化財の

公開を、市指定無形文化財の記録の所有者に対しその記録の公開を勧告することができ

る。 

２ 委員会は、前項の規定による市指定無形文化財の公開及びその記録の公開に関し必要

な指示をすることができる。 

３ 第１項の規定による市指定無形文化財の公開に要する経費は、当該公開を委員会が行

う場合には市の負担とし、その他の場合には予算の範囲内でその全部又は一部を市の負

担とすることができる。 

４ 市は、第１項の規定による市指定無形文化財の記録の公開に要する経費の一部を予算

の範囲内で補助することができる。 

５ ～ ６ （略） 

（指定） 

第２８条 委員会は、市の区域内に存する有形の民俗文化財（国又は大阪府が指定してい

るものを除く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定有形民俗文化財（以下「市

指定有形民俗文化財」という。）に、無形の民俗文化財（国又は大阪府が指定しているも

のを除く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定無形民俗文化財（以下「市指定

無形民俗文化財」という。）に指定することができる。 
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２ ～ ４ （略） 

（解除） 

第２９条 市長は、市指定有形民俗文化財又は市指定無形民俗文化財がその価値を失った

ときその他特別の事由があるときは、その指定を解除することができる。 

２ ～ ６ （略） 

７ 第５項の規定による市指定無形民俗文化財の指定の解除については、市長は、その旨

を告示しなければならない。 

（市指定有形民俗文化財の現状変更等） 

第３０条 市指定有形民俗文化財の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をし

ようとするときは、あらかじめ、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、市指定有形民俗文化財の保護上必要があると認めるときは、前項の規定によ

る届出に係る現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることがで

きる。 

第３１条 （略） 

（市指定無形民俗文化財の保存） 

第３２条 市長は、市指定無形民俗文化財の保存のため必要があると認めるときは、市指

定無形民俗文化財について、自ら記録の作成その他その保存のための適当な措置を執る

ことができる。 

２ 市長は、市指定無形民俗文化財の保存に当たることを適当と認める者に対し、その保

存に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

３ （略） 

（市指定無形民俗文化財の保存に関する助言又は勧告） 

第３３条 市長は、市指定無形民俗文化財の保存に当たることを適当と認める者に対し、

その保存のため必要な助言又は勧告をすることができる。 

（市指定無形民俗文化財の記録の公開） 

第３４条 市長は、市指定無形民俗文化財の記録の所有者に対し、その記録の公開を勧告

することができる。 

２ ～ ４ （略） 

（解除） 

第２９条 委員会は、市指定有形民俗文化財又は市指定無形民俗文化財がその価値を失っ

たときその他特別の事由があるときは、その指定を解除することができる。 

２ ～ ６ （略） 

７ 第５項の規定による市指定無形民俗文化財の指定の解除については、委員会は、その

旨を告示しなければならない。 

（市指定有形民俗文化財の現状変更等） 

第３０条 市指定有形民俗文化財の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をし

ようとするときは、あらかじめ、その旨を委員会に届け出なければならない。 

２ 委員会は、市指定有形民俗文化財の保護上必要があると認めるときは、前項の規定に

よる届出に係る現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることが

できる。 

第３１条 （略） 

（市指定無形民俗文化財の保存） 

第３２条 委員会は、市指定無形民俗文化財の保存のため必要があると認めるときは、市

指定無形民俗文化財について、自ら記録の作成その他その保存のための適当な措置を執

ることができる。 

２ 市は、市指定無形民俗文化財の保存に当たることを適当と認めるものに対し、その保

存に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

３ （略） 

（市指定無形民俗文化財の保存に関する助言又は勧告） 

第３３条 委員会は、市指定無形民俗文化財の保存に当たることを適当と認めるものに対

し、その保存のため必要な助言又は勧告をすることができる。 

（市指定無形民俗文化財の記録の公開） 

第３４条 委員会は、市指定無形民俗文化財の記録の所有者に対し、その記録の公開を勧

告することができる。 
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２ （略） 

（市指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財の記録作成等） 

第３５条 市長は、市指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財のうち特に必要なもの

を選択して、自らその記録を作成し、保存し、又は公開することができる。 

２ （略） 

３ 市長は、適当と認める者に対し、当該無形の民俗文化財の公開又はその記録の作成、保

存若しくは公開に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

４ （略） 

（指定） 

第３６条 市長は、市の区域内に存する記念物（国又は大阪府が指定しているものを除く。）

のうち、市にとって重要なものを大東市指定史跡、大東市指定名勝又は大東市指定天然

記念物（以下「市指定史跡名勝天然記念物」という。）に指定することができる。 

２ （略） 

（解除） 

第３７条 市長は、市指定史跡名勝天然記念物がその価値を失ったときその他特別の事由

があるときは、その指定を解除することができる。 

２ ～ ３ （略） 

（所有者による管理及び復旧） 

第３８条 市指定史跡名勝天然記念物の所有者は、この条例及び規則並びに市長の指示に

従い、当該市指定史跡名勝天然記念物の管理及び復旧に当たるものとする。 

２ ～ ３ （略） 

（土地の所在等の異動の届出） 

第３９条 市指定史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地について、その土地の所在、地

番、地目又は地積に異動があったときは、所有者又は管理責任者は、速やかにその旨を市

長に届け出なければならない。 

第４０条 （略） 

（現状変更等の制限） 

２ （略） 

（市指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財の記録作成等） 

第３５条 委員会は、市指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財のうち特に必要なも

のを選択して、自らその記録を作成し、保存し、又は公開することができる。 

２ （略） 

３ 市は、適当と認める者に対し、当該無形の民俗文化財の公開又はその記録の作成、保存

若しくは公開に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

４ （略） 

（指定） 

第３６条 委員会は、市の区域内に存する記念物（国又は大阪府が指定しているものを除

く。）のうち、市にとって重要なものを大東市指定史跡、大東市指定名勝又は大東市指定

天然記念物（以下「市指定史跡名勝天然記念物」という。）に指定することができる。 

２ （略） 

（解除） 

第３７条 委員会は、市指定史跡名勝天然記念物がその価値を失ったときその他特別の事

由があるときは、その指定を解除することができる。 

２ ～ ３ （略） 

（所有者による管理及び復旧） 

第３８条 市指定史跡名勝天然記念物の所有者は、この条例並びに委員会規則及び委員会

の指示に従い、当該市指定史跡名勝天然記念物の管理及び復旧に当たるものとする。 

２ ～ ３ （略） 

（土地の所在等の異動の届出） 

第３９条 市指定史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地について、その土地の所在、地

番、地目又は地積に異動があったときは、所有者又は管理責任者は、速やかにその旨を委

員会に届け出なければならない。 

第４０条 （略） 

（現状変更等の制限） 
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第４１条 市指定史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為

をしようとするときは、市長の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更につい

ては、維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置を執る場合又は保存に影響

を及ぼす行為については影響が軽微である場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、規則で定める。 

３ （略） 

４ 第１項の許可を受けず、又は前項で準用する第１７条第３項の規定による許可の条件

に従わないで、市指定史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼ

す行為をした者に対しては、市長は、当該市指定史跡名勝天然記念物の原状回復を命じ

ることができる。この場合において、市長は、当該原状回復に関し必要な指示をすること

ができる。 

第４２条 （略） 

（埋蔵文化財の保護） 

第４３条 市長は、市の区域内に存する法に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地の周知徹底

を図り、土木工事等によって当該周知の埋蔵文化財包蔵地が損傷し、又は出土遺物が散

逸しないよう、所有者その他の関係者に適切な指導又は助言を行い、その防止に努めな

ければならない。 

２ （略） 

３ 何人も、市が行う埋蔵文化財の発掘調査、試掘調査その他の保護措置に協力するよう

努めなければならない。 

（選定） 

第４４条 市長は、市の区域内に存する伝統的な技術又は技能のうち、第２章から第５章

までの規定により指定された文化財の保存のために欠くことのできないもの（国又は大

阪府が選定しているものを除く。）で、保存の措置を講じる必要があるものを大東市選定

保存技術（以下「市選定保存技術」という。）に選定することができる。 

２ 市長は、前項の規定による選定をしようとするときは、当該市選定保存技術の保持者

（以下この章において「保持者」という。）又はその保存団体（市選定保存技術を保存す

第４１条 市指定史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為

をしようとするときは、委員会の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更につ

いては、維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置を執る場合又は保存に影

響を及ぼす行為については影響が軽微である場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、委員会規則で定める。 

３ （略） 

４ 第１項の許可を受けず、又は前項で準用する第１７条第３項の規定による許可の条件

に従わないで、市指定史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼ

す行為をした者に対しては、委員会は、当該市指定史跡名勝天然記念物の原状回復を命

じることができる。この場合において、委員会は、当該原状回復に関し必要な指示をする

ことができる。 

第４２条 （略） 

（埋蔵文化財の保護） 

第４３条 委員会は、市の区域内に存する法に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地の周知徹

底を図り、土木工事等によって当該周知の埋蔵文化財包蔵地が損傷し、又は出土遺物が

散逸しないよう、所有者その他の関係者に適切な指導又は助言を行い、その防止に努め

なければならない。 

２ （略） 

３ 何人も、委員会が行う埋蔵文化財の発掘調査、試掘調査その他の保護措置に協力する

よう努めなければならない。 

（選定） 

第４４条 委員会は、市の区域内に存する伝統的な技術又は技能のうち、第２章から第５

章までの規定により指定された文化財の保存のために欠くことのできないもの（国又は

大阪府が選定しているものを除く。）で、保存の措置を講じる必要があるものを大東市選

定保存技術（以下「市選定保存技術」という。）に選定することができる。 

２ 委員会は、前項の規定による選定をしようとするときは、当該市選定保存技術の保持

者（以下この章において「保持者」という。）又はその保存団体（市選定保存技術を保存
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ることを主たる目的とする団体で代表者又は管理人の定めのある者をいう。以下この章

において「保存団体」という。）を認定しなければならない。 

３ ～ ４ （略） 

（解除） 

第４５条 市長は、市選定保存技術について、保存の措置を講じる必要がなくなったとき

その他特別の事由があるときは、その選定を解除することができる。 

２ 市長は、保持者が心身の故障のため保持者として適切でなくなったと認められるとき、

保存団体が保存団体として適当でなくなったと認められるときその他特別の事由がある

ときは、その認定を解除することができる。 

３ ～ ４ （略） 

５ 前条第２項の規定による認定が保持者のみについてなされた場合において当該保持者

が全て死亡したとき、同項の規定による認定が保存団体のみについてなされた場合にお

いて当該保存団体が全て解散したとき（消滅したときを含む。以下この項において同じ。）

又は同項の認定が当該保持者と保存団体とを併せてなされた場合においては保持者の全

てが死亡し、かつ、保存団体の全てが解散したときは、市選定保存技術の選定は解除され

たものとする。この場合において、市長は、その旨を告示しなければならない。 

 

６ （略） 

第４６条 （略） 

（保存に関する指導又は助言） 

第４７条 市長は、市選定保存技術の保持者又は保存団体その他の保存に当たることを適

当と認める者に対し、その保存のため必要な指導又は助言をすることができる。 

（設置） 

第４８条 文化財に関する市長の諮問に応じるため、法の規定に基づき審議会を設置する。 

 

２ （略） 

３ 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

することを主たる目的とする団体で代表者又は管理人の定めのあるものをいう。以下こ

の章において「保存団体」という。）を認定しなければならない。 

３ ～ ４ （略） 

（解除） 

第４５条 委員会は、市選定保存技術について、保存の措置を講じる必要がなくなったと

きその他特別の事由があるときは、その選定を解除することができる。 

２ 委員会は、保持者が心身の故障のため保持者として適切でなくなったと認められると

き、保存団体が保存団体として適当でなくなったと認められるときその他特別の事由が

あるときは、その認定を解除することができる。 

３ ～ ４ （略） 

５ 前条第２項の規定による認定が保持者のみについてなされた場合において当該保持者

がすべて死亡したとき、同項の規定による認定が保存団体のみについてなされた場合に

おいて当該保存団体がすべて解散したとき（消滅したときを含む。以下この項において

同じ。）又は同項の認定が当該保持者と保存団体とを併せてなされた場合においては保持

者のすべてが死亡し、かつ、保存団体のすべてが解散したときは、市選定保存技術の選定

は解除されたものとする。この場合において、委員会は、その旨を告示しなければならな

い。 

６ （略） 

第４６条 （略） 

（保存に関する指導又は助言） 

第４７条 委員会は、市選定保存技術の保持者又は保存団体その他の保存に当たることを

適当と認めるものに対し、その保存のため必要な指導又は助言をすることができる。 

（設置） 

第４８条 文化財に関する委員会の諮問に応じるため、法の規定に基づき審議会を設置す

る。 

２ （略） 

３ 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、委員会規則で定める。 
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（標識等の設置） 

第４９条 市長は、市指定有形文化財、市指定有形民俗文化財、市指定史跡名勝天然記念物

のうち、市民の観覧のため必要があると認めるものについては、当該市指定の文化財の

所有者等の同意を得て、標識又は説明板を設置することができる。 

（委任） 

第５０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

第５１条 （略） 

第５２条 第１７条又は第４１条の規定に違反して、市長の許可を受けず、又はその許可

の条件に従わないで、市指定有形文化財又は市指定史跡名勝天然記念物の現状を変更し、

若しくはその保存に影響を及ぼす行為をし、又は市長の現状の変更若しくは保存に影響

を及ぼす行為の停止の命令に従わなかった者は、３０，０００円以下の罰金又は科料に

処する。 

第５３条 （略） 

 

 

 （大東市立歴史とスポーツふれあいセンター条例） 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（開館時間） 

第４条 ふれあいセンターの施設の開館時間は、次のとおりとする。ただし、市長が必要が

あると認めるときは、これを変更することができる。 

 

 表 （略） 

（休館日） 

第５条 ふれあいセンターの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要があると認

めるときは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

（標識等の設置） 

第４９条 委員会は、市指定有形文化財、市指定有形民俗文化財、市指定史跡名勝天然記念

物のうち、市民の観覧のため必要があると認めるものについては、当該市指定の文化財

の所有者等の同意を得て、標識又は説明板を設置することができる。 

（委任） 

第５０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、委員会が

別に定める。 

第５１条 （略） 

第５２条 第１７条又は第４１条の規定に違反して、委員会の許可を受けず、又はその許

可の条件に従わないで、市指定有形文化財又は市指定史跡名勝天然記念物の現状を変更

し、若しくはその保存に影響を及ぼす行為をし、又は委員会の現状の変更若しくは保存

に影響を及ぼす行為の停止の命令に従わなかった者は、３０，０００円以下の罰金又は

科料に処する。 

第５３条 （略） 

 

 

 

 

第１条 ～ 第３条 （略） 

（開館時間） 

第４条 ふれあいセンターの施設の開館時間は、次のとおりとする。ただし、大東市教育委

員会（以下「委員会」という。）が必要があると認めるときは、これを変更することがで

きる。 

 表 （略） 

（休館日） 

第５条 ふれあいセンターの休館日は、次のとおりとする。ただし、委員会が必要があると

認めるときは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 
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(1) ～ (2) （略） 

（指定管理者による管理） 

第６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者（以下「指定管理者」という。）にふれあいセンターの管理を行わせるものと

する。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第７条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

２ （略） 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長が別に定めるところ

に従いふれあいセンターの管理を行わなければならない。 

第８条 （略） 

（入館の制限） 

第９条 （略） 

(1) （略） 

(2) 第２０条第１項各号のいずれかに該当するとき。 

(3) （略） 

第１０条 ～ 第１５条 （略） 

（使用区分） 

第１６条 体育館施設等の使用区分は、別表第１のとおりとする。ただし、指定管理者が必

要があると認めるときは、市長の承認を得て使用区分を臨時に変更することができる。 

２ （略） 

第１７条 （略） 

（使用の届出） 

第１８条 前条の規定にかかわらず、指定管理者は、使用の許可のない時間帯においては、

当該時間帯内で使用しようとする者から届出を受けることにより、体育館施設等のうち、

(1) ～ (2) （略） 

（指定管理者による管理） 

第６条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）にふれあいセンターの管理を行わせるもの

とする。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第７条 （略） 

(1) ～ (4) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

２ （略） 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところに

従いふれあいセンターの管理を行わなければならない。 

第８条 （略） 

（入館の制限） 

第９条 （略） 

(1) （略） 

(2) 第２０条各号のいずれかに該当するとき。 

(3) （略） 

第１０条 ～ 第１５条 （略） 

（使用区分） 

第１６条 体育館施設等の使用区分は、別表第１のとおりとする。ただし、指定管理者が必

要があると認めるときは、委員会の承認を得て使用区分を臨時に変更することができる。 

２ （略） 

第１７条 （略） 

（使用の届出） 

第１８条 前条の規定にかかわらず、指定管理者は、使用の許可のない時間帯においては、

当該時間帯内で使用しようとする者から届出を受けることにより、体育館を使用させる
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体育館を使用させることができる。 

２ 前項の場合における体育館の使用についての利用料金は、無料とする。 

 

 

 

 

３ 前２項に定めるもののほか、第１項の場合における体育館の使用に関し必要な事項は、 

規則で定める。 

第１９条 ～ 第２１条 （略） 

（利用料金） 

第２２条 体育館施設等の使用者は、使用の許可を受けるときに、別表第１に定める利用

料金を納付しなければならない。ただし、市長又は指定管理者が別に納期を定めたとき

は、この限りでない。 

２ （略） 

第２３条 ～ 第２５条 （略） 

（原状回復の義務） 

第２６条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長又は指定管理者においてこれを執行し、

その費用を使用者から徴収する。 

第２７条 ～ 第２９条 （略） 

（規定の準用） 

第３０条 グラウンドについて、第１６条から第２７条までの規定を準用する。この場合

において、第１６条第１項及び第１７条第１項中「体育館施設等」とあるのは「グラウン

ド施設等」と、第１８条第１項中「体育館施設等のうち、体育館」とあるのは「グラウン

ド施設等のうち、グラウンド」と、同条第２項及び第３項中「体育館」とあるのは「グラ

ウンド」と、第１９条第２号、第２１条第１項及び第２項、第２２条第１項、第２５条並

びに第２７条第１項及び第２項中「体育館施設等」とあるのは「グラウンド施設等」と読

ことができる。 

２ 前項の場合における体育館の使用については、次に掲げるとおりとする。 

(1) 利用料金は、無料とする。 

(2) 附属設備の使用はできない。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、使用可能な時間帯その他必要な事項は、委員会が別に

定める。 

 

 

第１９条 ～ 第２１条 （略） 

（利用料金） 

第２２条 体育館施設等の使用者は、使用の許可を受けるときに、別表第１に定める利用

料金を納付しなければならない。ただし、委員会又は指定管理者が別に納期を定めたと

きは、この限りでない。 

２ （略） 

第２３条 ～ 第２５条 （略） 

（原状回復の義務） 

第２６条 （略） 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、委員会又は指定管理者においてこれを執行

し、その費用を使用者から徴収する。 

第２７条 ～ 第２９条 （略） 

（規定の準用） 

第３０条 グラウンドについて、第１６条から第２７条までの規定を準用する。この場合

において、第１６条第１項及び第１７条第１項中「体育館施設等」とあるのは「グラウン

ド施設等」と、第１８条中「体育館」とあるのは「グラウンド」と、第１９条第２号、第

２１条第１項及び第２項、第２２条第１項、第２５条並びに第２７条第１項及び第２項

中「体育館施設等」とあるのは「グラウンド施設等」と読み替えるものとする。 
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み替えるものとする。 

第３１条 ～ 第３５条 （略） 

（駐車場の使用） 

第３６条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項に定めるもののほか、駐車場の使用について必要な事項は、規則で定める。 

（委任） 

第３７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

 

別表第１（第７条、第１６条、第２２条、第３１条、第３２条、第３６条関係） 

 (1) 大東市立四条体育館 

使用区分 第１区分 第２区分 第３区分 第４区分 

午前９時から 

正午まで 

正午から午後 

３時まで 

午後３時から 

午後６時まで 

午後６時から 

午後９時まで 

（略） （略） （略） （略） （略） 

附属設備 規則で定める額 

備考 （略） 

 (2) 大東市立四条グラウンド 

  ア 通常の使用時間帯 

使用区分 第１区分 第２区分 第３区分 第４区分 第５区分 第６区分 

午前９時

から午前

11 時まで 

午前 11 時

から午後

１時まで 

午後１時

から午後

３時まで 

午後３時

から午後

５時まで 

午後５時

から午後

７時まで 

午後７時

から午後

９時まで 
       

       
       

附属設備 規則で定める額 

イ 特例時間帯 

 

第３１条 ～ 第３５条 （略） 

（駐車場の使用） 

第３６条 （略） 

２ （略） 

３ 駐車場の使用方法その他必要な事項は、委員会が別に定める。 

（委任） 

第３７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、委員会

が別に定める。 

 

別表第１（第７条、第１６条、第２２条、第３１条、第３２条、第３６条関係） 

 (1) 大東市立四条体育館 

使用区分 第１区分 第２区分 第３区分 第４区分 

午前９時から 

正午まで 

正午から午後 

３時まで 

午後３時から 

午後６時まで 

午後６時から 

午後９時まで 

（略） （略） （略） （略） （略） 

附属設備 別に委員会が定める額 

備考 （略） 

 (2) 大東市立四条グラウンド 

  ア 通常の使用時間帯 

使用区分 第１区分 第２区分 第３区分 第４区分 第５区分 第６区分 

午前９時

から午前

11 時まで 

午前 11 時

から午後

１時まで 

午後１時

から午後

３時まで 

午後３時

から午後

５時まで 

午後５時

から午後

７時まで 

午後７時

から午後

９時まで 
       

       
       

附属設備 別に委員会が定める額 

イ 特例時間帯 
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使用区分 早朝第１区分 早朝第２区分 早朝第３区分 夜間区分 

午前６時から

午前９時まで 

午前７時から

午前９時まで 

午前８時から

午前９時まで 

午後９時から

午後 10 時まで 
     

     
     

附属設備 規則で定める額 

備考 （略） 

 (3) 大東市立ふれあいルーム 

使用区分 

 

 

利用料金 

午前区分 午後区分 夜間区分 

午前９時から正午

まで 

午後１時から午後

５時まで 

午後６時から午後

９時まで 

    

 
    

附属設備 規則で定める額 

備考 （略） 

 (4) （略） 

別表第２ （略） 

 

 

 （大東市立堂山古墳群史跡広場条例） 

 

第１条 ～ 第２条 （略） 

（開場時間） 

第３条 堂山史跡広場の開場時間は、次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めるとき

は、これを変更することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

（休場日） 

第４条 堂山史跡広場の休場日は、１２月２９日から翌年１月３日までとする。ただし、市

使用区分 早朝第１区分 早朝第２区分 早朝第３区分 夜間区分 

午前６時から

午前９時まで 

午前７時から

午前９時まで 

午前８時から

午前９時まで 

午後９時から

午後 10 時まで 
     

     
     

附属設備 別に委員会が定める額 

備考 （略） 

 (3) 大東市立ふれあいルーム 

使用区分 

 
 
利用料金 

午前区分 午後区分 夜間区分 

午前９時から正午

まで 

午後１時から午後

５時まで 

午後６時から午後

９時まで 

    

 
    

附属設備 別に委員会が定める額 

備考 （略） 

 (4) （略） 

別表第２ （略） 

 

 

 

 

第１条 ～ 第２条 （略） 

（開場時間） 

第３条 堂山史跡広場の開場時間は、次のとおりとする。ただし、大東市教育委員会（以下

「委員会」という。）が必要と認めるときは、これを変更することができる。 

(1) ～ (2) （略） 

（休場日） 

第４条 堂山史跡広場の休場日は、１２月２９日から翌年１月３日までとする。ただし、委
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長が必要と認めるときは、これを変更し、又は臨時に休場することができる。 

（禁止行為） 

第５条 堂山史跡広場の利用においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、市長

が第７条第１項の規定による許可をしたときは、この限りでない。 

(1) ～ (9) （略） 

（入場の制限） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、堂山史跡広場への入場を拒絶し、

又は退去を命じることができる。 

(1) ～ (5) （略） 

（禁止行為の許可等） 

第７条 市長は、第５条各号に掲げる行為（以下「禁止行為等」という。）が、堂山史跡広

場の管理上支障がないと認める場合で、かつ、暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利益にならず、又は

その利益になるおそれがないと認める場合に限り、当該行為を許可することができる。

この場合において、必要に応じ、条件を付することができる。 

２ 市長は、前項の許可を受けた者が虚偽の申請により当該許可を受けたとき、又は予期

しない理由により管理上支障の発生するおそれのあるときは、当該許可を取り消し、又

は当該許可に付した条件を変更することができる。 

３ （略） 

（損害賠償） 

第８条 堂山史跡広場の土地の形質を変更し、設備、備品、竹木その他の物件を損傷若しく

は滅失し、又は不要物を遺棄した者は、これを原状に回復するとともに損害を賠償しな

ければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第９条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者（以下「指定管理者」という。）に堂山史跡広場の管理を行わせることができ

る。 

員会が必要と認めるときは、これを変更し、又は臨時に休場することができる。 

（禁止行為） 

第５条 堂山史跡広場の利用においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、委員

会が第７条第１項の規定による許可をしたときは、この限りでない。 

(1) ～ (9) （略） 

（入場の制限） 

第６条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、堂山史跡広場への入場を拒絶

し、又は退去を命じることができる。 

(1) ～ (5) （略） 

（禁止行為の許可等） 

第７条 委員会は、第５条各号に掲げる行為（以下「禁止行為等」という。）が、堂山史跡

広場の管理上支障がないと認める場合で、かつ、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利益にならず、又

はその利益になるおそれがないと認める場合に限り、当該行為を許可することができる。

この場合において、必要に応じ、条件を付することができる。 

２ 委員会は、前項の許可を受けた者が虚偽の申請により当該許可を受けたとき、又は予

期しない理由により管理上支障の発生するおそれのあるときは、当該許可を取り消し、

又は当該許可に付した条件を変更することができる。 

３ （略） 

（損害賠償） 

第８条 堂山史跡広場の土地の形質を変更し、設備、備品、竹木その他の物件を損傷若しく

は滅失し、又は不要物を遺棄した者は、これを原状に回復するとともに損害を賠償しな

ければならない。ただし、委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第９条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）に堂山史跡広場の管理を行わせることがで

きる。 
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２ （略） 

(1) ～ (2) （略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長が別に定めるところ

に従い堂山史跡広場の管理を行わなければならない。 

４ 第３条から第７条までの規定は、第１項の規定により堂山史跡広場の管理を指定管理

者に行わせる場合について準用する。この場合において、第３条中「市長が必要と認める

ときは」とあるのは「指定管理者が必要と認めるときは市長の承認を得て」と、第４条中

「市長が必要と認めるときは」とあるのは「指定管理者が必要と認めるときは市長の承

認を得て」と、第５条から第７条第２項までの規定中「市長」とあるのは「指定管理者」

と読み替えるものとする。 

 

 

第１０条 （略） 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

 

 

 （大東市附属機関条例） 

 

本則 （略） 

 

別表（第２条関係） 

附属機関の属す

る執行機関 

附属機関の名称 担任する事務 委員の定数 

市長 
   
   
   

    

２ （略） 

(1) ～ (2) （略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところに

従い堂山史跡広場の管理を行わなければならない。 

４ 第３条から第７条までの規定は、第１項の規定により堂山史跡広場の管理を指定管理

者に行わせる場合について準用する。この場合において、第３条中「大東市教育委員会

（以下「委員会」という。）が必要と認めるときは」とあるのは「指定管理者が必要と認

めるときは大東市教育委員会（以下「委員会」という。）の承認を得て」と、第４条中「委

員会が必要と認めるときは」とあるのは「指定管理者が必要と認めるときは委員会の承

認を得て」と、第５条から第７条第２項までの規定中「委員会」とあるのは「指定管理者」

と、第７条第３項中「委員会」とあるのは「委員会及び指定管理者」と読み替えるものと

する。 

第１０条 （略） 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、委員会

が別に定める。 

 

 

 

 

本則 （略） 

 

別表（第２条関係） 

附属機関の属す

る執行機関 

附属機関の名称 担任する事務 委員の定数 

市長 
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 大東市青少年問題

協議会 
（略） （略） 

 大東市飯盛城跡の

調査研究に関する

専門委員会 

飯盛城跡の調査、保存、整備、

活用等についての調査審議

に関する事務 

５人以内 

教育委員会 
   
   
   

大東市教育ビジョ

ン策定委員会 
（略） （略） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 大東市青少年問題

協議会 
（略） （略） 

    

教育委員会 
   
   
   

大東市教育ビジョ

ン策定委員会 
（略） （略） 

大東市飯盛城跡の

調査研究に関する

専門委員会 

飯盛城跡の調査、保存、整備、

活用等についての調査審議

に関する事務 

５人以内 
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